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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 53,625 △17.0 1,017 △3.3 525 21.4 218 ―

20年3月期 64,589 △16.2 1,051 38.7 433 ― △244 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 1.30 ― 2.6 1.5 1.9
20年3月期 △1.45 ― △2.8 1.0 1.6

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 34,912 8,698 24.8 51.43
20年3月期 37,217 8,460 22.6 50.03

（参考） 自己資本  21年3月期  8,658百万円 20年3月期  8,423百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,120 △495 △265 9,113
20年3月期 6,453 1,201 △6,308 8,754

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

21年3月期 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ― ― ―

22年3月期 
（予想）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

25,000 △5.5 400 185.7 50 ― 0 ― 0.00

通期 50,000 △6.8 1,300 27.8 800 52.4 600 175.2 3.56



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための重要な事項」及び22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧く
ださい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 168,515,184株 20年3月期 168,515,184株

② 期末自己株式数 21年3月期 156,103株 20年3月期 138,639株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 49,114 △15.7 688 85.6 423 39.3 267 ―

20年3月期 58,294 △9.3 370 ― 303 ― 1 △99.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 1.59 ―

20年3月期 0.01 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 32,546 8,634 26.5 51.28
20年3月期 35,013 8,349 23.8 49.59

（参考） 自己資本 21年3月期  8,634百万円 20年3月期  8,349百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 連結及び個別の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況
の変化等により、予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」を参照して下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

22,000 △9.5 300 300.0 50 △10.7 0 ― 0.00

通期 44,000 △10.4 1,100 59.9 600 41.8 500 87.3 2.97



１．経営成績 

(1）経営成績に関する分析 

 当期のわが国経済は、米国発のサブプライムローン問題に端を発した世界規模の金融不安による信用収縮等が急激

な景気の減速・後退へと影響を及ぼす不透明感の強い状況のなか低調に推移しました。さらに昨年秋以降、米国大手

証券会社の経営破たんをきっかけに世界同時不況が現実のものとなり、円相場の高止まりと相俟って企業業績は急速

に悪化し、設備投資の見直しや雇用調整が行われるなど景気後退はより鮮明なものとなりました。 

 住宅市場におきましては、雇用環境の悪化、実質賃金の伸び悩みに加え、株式市場の低迷による金融資産の目減り

等により住宅購入意欲の減退を招き、受注環境は、第一次取得者層、建替層を含め、かつて経験したことのないよう

な厳しい結果となりました。 

 このような過去に類を見ない厳しい事業環境のもと、当社グループでは、適正規模のもとで安定的な収益を見込め

る事業構造・経営体制の確立を最優先課題とし、①エス・バイ・エルブランドの確立 ②お客様ニーズの多様化に即

した新商品の投入 ③かんばん方式の導入による生産物流改革 ④ストックビジネスの強化 ⑤経費削減の5つを柱

として推進してまいりました。 

① エス・バイ・エルブランドの確立 

当社は当期で創業58年を迎える、最も歴史の長い住宅メーカーであります。コモディティ化が進む住宅マーケット

において、当社の強みである確固たる技術力・設計力・デザイン力を訴求することに注力してまいりました。ま

た、「新ブランディング戦略」においては、価値のある商品・サービスをお客様に提供することによって満足いた

だくことを通じて、ブランド力を高めてまいりました。 

② お客様ニーズの多様化に即した新商品の投入 

住宅に対する消費者のニーズは多様化し、要求レベルも進化しております。そのような環境下において、新ブラン

ディング戦略に基づき、新商品開発のスピードをアップし、市場ニーズを満たす商品を相次いで市場に投入しまし

た。 

③ かんばん方式の導入による生産物流改革 

平成19年度より、カルマン株式会社と業務提携契約を締結し、CUMS（個別生産）方式を導入する生産・物流改革プ

ロジェクトを展開しており、当事業年度において、中間在庫の圧縮、工期の短縮、着工の平準化等による効率化か

ら、製造原価率を大幅に改善しました。 

④ ストックビジネスの強化 

お客様との生涯にわたるお付き合いを強化し、リピート率の向上、生涯お取引額のアップを目的として、ストック

ビジネスの中核であるリフォーム部門を注文住宅部門の支店組織に組み入れました。これによって、メンテナンス

部門との連携を強化、お客様への一貫フォロー体制を充実させることができました。また、工事種別の利益率管理

を強化すること等によって、売上総利益率の改善を図りました。 

⑤ 経費削減 

広告宣伝費の本部管理強化、プライオリティをつけた研究開発費の配分、各種加入団体の見直し等、あらゆる経費

項目について、費用対効果の観点から抜本的に見直し、経費の削減に努めました。 

 以上の結果、当期の連結売上高は536億2千5百万円（前期比17.0％減）となりました。損益面におきましては、連

結営業利益10億1千7百万円（前期比3.3％減）、連結経常利益5億2千5百万円（前期比21.4%増）、連結当期純利益は2

億1千8百万円（前期は2億4千4百万円の損失）となり、連結経常利益は2期連続の黒字化、連結当期純利益は2期ぶり

に黒字転換を果たすことができました。 

 セグメント情報に基づいた、各事業別の営業の状況は以下のとおりであります。 

[住宅事業] 

 当社グループ主力事業である住宅事業部門につきましては、昨年4月に発表した「新ブランディング戦略」に基づ

き、当社創業者が提唱した「住まいの哲学」を背景に「強さ」と「美しさ」を前面に打ち出した営業・商品戦略を展

開し、受注の拡大と利益の改善に努めましたが、世界規模の経済環境の悪化等の影響から住宅市況の冷え込みの影響

を受けたこと、部材売上の一部について、組織を再編し、取引形態の見直しを行った結果、計上基準を変更したこと

等の影響により、売上高は524億4百万円（前期比17.1％減）となりました。しかしながら、原価低減、販管費削減等

の利益率改善に努めた結果、営業利益は20億7千9百万円（前年比11.7％増）と改善することができました。 

 営業面におきましては、外構やインテリアなど住宅関連商品の付帯販売を強化することによる1戸当りの販売単価

の拡大、商品別利益率の管理を更に強化することによる粗利益率の改善、イベントの強化等の対策を講じました。 

 商品開発におきましては、昨年4月、新ブランディング戦略に基づく第1弾商品として、超長期住宅（200年住宅）

の趣旨を先取りする形で「光風」（2008年度グッドデザイン賞受賞）を市場へ投入しました。7月には、シンプルな



外観デザインとライフサイクルに対応したプランの柔軟性と可変空間の提供を可能とした「ＭＯＯ（ムー）」、更に

10月には、日本建築の様式美と高強度設計による耐震性、耐久性を備え、卓越したプライス・パフォーマンスを実現

した「Ｗｉｎｇｍｏｄｅｒｎ（ウィングモダン）」を発売しました。また、昨年8月には、国土交通省「超長期住宅

先導的モデル事業」に当社提案が採択され、構造躯体の耐久性、劣化診断、維持管理の仕組み等において、高い評価

をいただきました。 

 生産技術面におきましては、邸別生産方式を導入することによって、在庫や物流にかかるコストの大幅削減を実現

しました。また、住まいの長寿命化を実現する高耐久化システム技術「ＬＯＯＰ」（Long Owner Program）を業界に

先駆けて開発、平成21年1月より当社の住宅全棟（「ネット住宅」はオプション）を対象に提供を開始しました。 

 ストック事業におきましては、注文住宅部門との連携強化、工事種別の利益率管理を強化することにより、リフォ

ーム部門の売上高は55億9千2百万円（前年比13.6％増）となりました。 

[不動産賃貸事業] 

 財務体質の改善を図るため、一部貸物件を売却しましたことに加え、不動産市況の低迷の影響から空室率が増加い

たしました結果、不動産賃貸事業の売上高は7億2千6百万円（前期比13.1％減）となり、営業利益は4億3百万円（前

期比10.8％減）となりました。 

[その他の事業] 

 住宅事業の売上の伸び悩みによる関連商品の売上減少等により、その他事業の売上高は4億9千4百万円（前期比

10.9％減）となり、営業利益は1億4千1百万円（前期比23.2％減）となりました。 

 今後の見通しといたしましては、世界規模の経済危機がわが国の実体経済に影響を及ぼしており、現時点で景気回

復の時期が予想できない状況のなか、住宅業界も非常に厳しい状況で推移するものと思われます。 

 このような環境のなか、当社グループといたしましては、平成21年度 業績公表値の達成に向け、引き続き、経費

の削減、コスト構造の見直しを実施することにより、適正規模で安定的収益を見込める事業構造を整備し、営業力の

強化とともに、マーケットニーズに合致した新商品を積極的に投入することに注力してまいります。 

  平成21年度通期業績見通しは下記のとおりであります。 

【連結】 

【単独】 

(2）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ3億5千9百万円増加し、当

連結会計年度末には91億1千3百万円となりました。 

 当連結会計年度末の有利子負債残高は前連結会計年度末に比べて9千9百万円増加し、124億2千8百万円となりまし

た。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは11億2千万円（前期は64億5千3百万円）となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益が3億7千6百万円計上されたことに加え、売上債権が10億5千1百万円減少

したこと及び棚卸資産が11億4千8百万円減少したものの仕入債務が9億1千9百万円減少したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは△4億9千5百万円（前期は12億1百万円）となりまし

た。これは主に、展示場の取得及びソフトウェアの取得によるものです。 

売上高 50,000百万円  （対前期比  △6.8％）

営業利益 1,300百万円  （対前期比  27.8％）

経常利益 800百万円  （対前期比   52.4％）

当期純利益 600百万円  （対前期比  175.2％）

売上高 44,000百万円  （対前期比 △10.4％）

営業利益 1,100百万円  （対前期比   59.9％）

経常利益 600百万円 （対前期比   41.8％）

当期純利益 500百万円  （対前期比   87.3％）



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは△2億6千5百万円（前期は△63億8百万円）となりま

した。これは主に、長期資金の借入による収入が純額で24億6千1百万円あったものの短期借入金の返済による支出が

純額で27億1千5百万円あったことによるものです。 

 なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

 ※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債

は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、

連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

４．第54期及び第55期の「債務償還年数」及び「インタレスト・カバレッジ・レシオ」については営業キャッシュ・フローがマイナスの

ため表示しておりません。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 株主の皆様に対する利益還元を最重要政策と考えており、業績に応じた適正な成果の配分を行うことを基本として

おります。この方針のもと、配当につきましては安定配当を基本とし、期毎の収益状況、配当性向等を勘案して、利

益処分を実施していきたいと考えております。なお、現在の重要課題は、早期復配ならびに収益構造の改善であると

認識しており、適正規模のもとで安定的な収益を見込める事業構造・経営体制の確立を基本方針に諸施策を積極的に

推進した結果、収益力は確実に向上しており復配に向けての基盤整備は着実に出来つつありますが、その実施につき

ましては、上記方針を踏まえ今後の実績を見極めた上で判断していきたいと考えております。 

(4）事業等のリスク 

 当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下

のようなものがあります。なお、将来に関する事項は、当期末現在において判断したものであります。。 

①住宅市場の動向リスク 

 当社グループの住宅事業は、雇用状況、地価・金利の動向、住宅関連政策・住宅税制等に起因する個人の消費動

向の影響を強く受ける事業であり、そのため、このような市場環境が予期せず悪化し住宅受注が大きく減少する事

態となった場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

②有利子負債依存リスク 

 当社グループの当期末の有利子負債残高及び総資産に占める割合は、124億2千8百万円（35.6％）であり、キャ

ッシュ・フロー、手許現金及び資産の売却等を原資として有利子負債の返済を進めておりますが、金利の変動によ

り当社グループの経営成績が影響を受ける可能性があります。また、当社グループの有利子負債には財務制限条項

が付されているものがあり、当社グループがこれに抵触した場合、貸付主要条件の見直しにつき金融機関と協議す

ることになり、見直し内容によっては当社グループの資金調達に影響を及ぼす可能性があります。財務制限条項の

詳細は「４．連結財務諸表 注記事項（連結貸借対照表関係）４財務制限条項」に記載のとおりであります。な

お、当事業年度末において財務制限条項には抵触しておりません。 

③減損会計の影響に係るリスク 

 当社グループが保有している事業用固定資産及びファイナンス・リース資産について減損処理が必要となった場

合は、当社グループの経営成績及び財政状態が影響を受ける可能性があります。 

 
第54期 

平成17年３月期
第55期

平成18年３月期
第56期

平成19年３月期
第57期  

平成20年３月期  
第58期

平成21年３月期

自己資本比率（％） 29.3 9.8 18.3 22.6 24.8 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
15.1 48.6 40.0 21.7 16.4 

債務償還年数（年） － － 3.1 1.9 11.1 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
－ － 5.9 12.4 3.1 



④市況及び為替変動リスク 

 当社が使用する２×４材等の原材料の多くは、カナダの良質な木材を輸入するため、原材料市況の変動に加えて

為替変動の影響をうけます。為替変動については、通貨スワップ・為替予約等によりヘッジしていますがすべての

影響を排除することは不可能であり、市況及び為替変動により、当社の経営成績及び財政状態が影響を受ける可能

性があります。 

⑤自然災害リスク 

 当社グループでは、大規模な地震や台風等の自然災害が発生した場合、被災した自社保有施設の復旧に加え、引

渡済住宅の点検・修復及び建築中物件の引渡の遅延等に多額の費用が発生し、当社グループの業績が影響を受ける

可能性があります。 

⑥法的規制リスク 

 当社グループの行う事業に適用される建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法及びその他の関係法令の法的規

制が強化された場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

⑦品質保証リスク 

 当社グループでは住宅の品質について、最も歴史の長い住宅メーカーとして築いた独自の卓越した技術を用い徹

底した管理を行っておりますが、予期せぬ事情により、品質に関する重大な問題が発生した場合、当社グループの

経営成績及び財政状態が影響を受ける可能性があります。 

⑧個人情報等の漏洩等のリスク 

 当社グループでは、お客様の個人情報を多数お預かりしております。これらの情報管理に関しては、規程、手引

き等を制定し、グループ各社含め研修を実施するなど情報管理の重要性の徹底及び漏洩防止のための対策を講じて

おります。しかしながらこれらの対策にかかわらず外部に重要情報が流失した場合には、当社グループの社会的信

用が影響を受け、対応のための費用負担等により業績が影響を受ける可能性があります。 

２．企業集団の状況 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、戸建住宅の請負、設計及び施工、戸建分譲住宅及び分譲マンションの

施工及び販売、工業化住宅部材の製造及び販売を行っている住宅事業を主な事業とし、不動産賃貸事業、その他（リー

ス事業等）の事業活動を展開しております。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる主な事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置付

けと事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。。 

(1）住宅事業    ： （戸建住宅、温浴施設等の商業施設） 

当社が主にプレハブ工法による戸建住宅の請負、設計、施工と温浴施設等の商業施設の

開発、建築ならびにリフォーム事業を行っております。また、エス・バイ・エル住工

(株)(連結子会社)が工業化住宅部材の製造及び供給、コングロエンジニアリング(株)

(連結子会社)が基礎工事を行い、ハウジングワークス(株)(連結子会社)が建築工事を行

っております。 

 （戸建分譲住宅、分譲マンション） 

当社及びエス・バイ・エル沖縄(株)(連結子会社)が戸建分譲住宅及び分譲マンションの

施工及び販売を行っております。 

 （代理店向け建設用部材） 

当社が販売施工代理店に工業化住宅部材の販売を行うとともに、監理・指導を行ってお

ります。 

 （一般建設用資材） 

当社が一般建設用資材の販売を行っております。 

 （住宅のフランチャイズ事業） 

エースホーム(株) (連結子会社)が在来軸組工法によるフランチャイズ事業を行ってお

ります。 

   

(2）不動産賃貸事業 ： 当社及びエス・バイ・エル沖縄(株)(連結子会社)が不動産の賃貸を行っております。 

   

(3）その他の事業  ： 当社がリース事業、インテリア事業、保険代理業を行っております。 

  
  



 以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

建築工事

資材の供給

戸建住宅等の請負、設計及び施工 

戸建分譲住宅の設計及び施工 

住宅のアフターサービス 

温浴施設等の商業施設の開発､建築 

リフォーム 

※1 ｺﾝｸﾞﾛｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 

※1 ﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾜｰｸｽ(株) 

建築工事

部材の供給

部材の運搬

戸建分譲住宅及び分譲マンション

の販売 

※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ沖縄(株) 

工業化住宅部材の製造及び供給 

※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ住工(株) 

工業化住宅部材等の運搬 

※3 堀内商事(株) 

住宅のフランチャイズ事業 

※1 ｴｰｽﾎｰﾑ(株) 

販売施工代理店に部材の販売 

分譲マンションの施工 

※2 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ明成建設(株) 
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※1 連結子会社               5社

※2 持分法非適用の非連結子会社      1社

※3 持分法非適用の関連会社        1社

不 

動 

産 

賃 

貸 

事 

業 

そ 

の 

他 

の 

事 

業 

インテリア事業 

不動産の賃貸 

※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ沖縄(株) 

事 業

区 分 関   係   会   社   等 関   係   会   社   等 

事 業

区 分

リース事業 

保険代理業 



関係会社の状況 

(1）連結子会社 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２．連結子会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４．連結売上高に占める売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の割合が10％を越えている連結子会社が

ないため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

(2）その他の関係会社 

 （注）１．議決権に対する被所有割合の（ ）内は、間接所有割合を内数で記載しております。 

２．※有価証券報告書提出会社であります。 

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権に対
する所有割
合（％） 

関係内容 

エス・バイ・エル住工株

式会社 

茨城県つくば

市 
100 住宅事業 100 

１．当社が使用する工業化住宅部材

の供給 

２．当社のつくば工場及び山口工場

の賃貸 

役員の兼任等     ２名 

（うち当社従業員   １名） 

コングロエンジニアリン

グ株式会社 
東京都品川区 100 住宅事業 100 

当社が施工する住宅建築工事の地耐

力調査、地質調査及び基礎工事の施

工 

役員の兼任等     ５名 

（うち当社従業員   ２名） 

エス・バイ・エル沖縄株

式会社 
沖縄県浦添市 100 

住宅事業 

不動産賃貸事業 
100 

当社が運転資金を援助 

役員の兼任等     ３名 

（うち当社従業員   １名） 

エースホーム株式会社 東京都新宿区 100 住宅事業 86 役員の兼任等     ２名 

ハウジングワークス株式

会社 
東京都新宿区 50 住宅事業 100 

１．当社が運転資金を援助 

２．当社が施工する住宅建築工事の

外注先 

３．当社の設備の賃貸 

役員の兼任等     ３名 

（うち当社従業員   １名） 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権に対
する被所有
割合（％） 

関係内容 

ユニファイド・パートナ

ーズ株式会社 
東京都港区 10,220 

投資業務、アセットマ

ネジメント業務、融資

業務、証券化業務およ

びその他関連業務 

40.1 役員の兼任等     ２名 

野村ホールディングス株

式会社※ 
東京都中央区 321,765 証券業 

40.2 

（40.2）
 



３．経営方針 

(1）会社の経営の基本方針 

 当社の社名は、空間（Space）と生活（Life）をかけ合わせる、という当社独自の「融合創造力」が由来となって

おります。ひとつ一つの事柄を重ねていく＋（プラス）の発想ではなく、生活を様々な視点からとらえ、多面的に組

み合わせる×（バイ）の発想をベースに世代を超えて安心と満足のゆく住まいをお届けすることを基本方針としてお

ります。 

 その基本方針の一環として、日本の風土、気候になじみ、和の感性をいつまでも伝え続けることができるモダンで

シンプルな美しい住まいを提供できることを、当社の強みとして明確にするために、「新ブランディング戦略」を定

めました。ブランディングの根底となるものは、エス・バイ・エル 創業者である小堀林衛の「住まいの哲学」で

す。創業者小堀林衛は昭和の戦後の復興が進むなか、「人間の心の豊かさを育むのは、住環境であり、住まいそのも

のに潜んでいる機能にある。日本の再建は、国民の住まいからだ。」という思いの下、当社を設立しました。当社は

今一度この創業者が会社を興した時の情熱、そして「住まいの哲学」の精神を思い起こし、原点に経ち返る必要があ

ると思ったわけであります。伝統・個性・先進性の調和を実現し、自然素材の生命を生かした安心と優しさに包まれ

た上質の木の住まいを、当社はお届けし続けます。 

(2）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、「新ブランディング戦略」に基づき、住宅業界において確固たる独自のポジションを築くこと

で、安定した売上と、安定した収益を実現し、あらゆるステークホルダーに報いる企業を目指してまいります。 

(3）会社の対処すべき課題 

 第59期の最重要課題は、収縮する住宅市場において確固たる独自のポジションを築き、安定した受注を確保し、回

復基調にある利益水準を更に改善し、強固な利益創出体制を確立することであります。そのために、①強力な営業体

制の確立 ②エス・バイ・エルブランドの浸透 ③マーケットニーズを先取りした新商品の市場投入 ④かんばん方

式を導入した生産・物流改革の総仕上げ ⑤強固な財務体質の構築 の５つを柱とした事業強化策に全力で取り組ん

でまいります。 

①強力な営業体制の確立 

 当社の主力事業である注文住宅事業において、直販部門の強化は当然のこと、受注の約三分の一を占める代理店

部門の強化に取組んでまいります。具体的には、引続き有力な代理店の開拓に努めるとともに、新たに、ネット住

宅を専門に取り扱うＦＣ制度を立ち上げ、受注棟数の拡大を目指します。また、ネット住宅部門においては、ＷＥ

Ｂサイトの改善により情報数の飛躍的増加を図るとともに、「Ｓｕｍ＠ｉ２１」以外に、新商品をラインナップに

加えるなど、パイオニア・アドバンテージを活かし、他社の追随を許さない強固な地盤を構築します。 

②エス・バイ・エルブランドの浸透 

 昨年4月発表した「新ブランディング戦略」のマーケットへの浸透に努め、今期で創業59年目を迎える、最も歴

史の長い住宅メーカーの認知度向上と企業イメージアップによる新たな価値創造に努めてまいります。 

③マーケットニーズを先取りした新商品の市場投入 

 住宅に対する顧客ニーズが多様化、変化するなか、今期は新たに景気の急激な悪化に伴い、プライスに対する要

求がより強まってくるものと思われます。このような環境下、長年の歴史で培った技術、ノウハウを結集し、住宅

の基本性能を損なうことなくマーケットのニーズに合致した魅力ある商品の供給に注力してまいります。 

④かんばん方式を導入した生産・物流改革の推進 

 平成19年度下期から「かんばん方式」を導入して取組んできた生産・物流改革は、来期、最終年度となります。

邸別生産への完全移行を見据え、中間在庫の圧縮、現場工期の短縮、着工の平準化等の効率化を一段と推進させる

ことにより、施工品質の向上とともに、製造原価の大幅な低減を目指します。 

⑤強固な財務体質の構築 

 当社は、従来より有利子負債の圧縮を進め支払利息の削減を推進しております。 

今期は、長引く経済環境の悪化に伴う金融機関の信用収縮に備え、手元流動性に余裕を持たせた運用をしつつ、建

築資金回収ルールを見直し、厳格に運用することより、有利子負債の削減に努めてまいります。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 8,754 9,113

受取手形・完成工事未収入金等 5,083 3,964

たな卸資産 7,047 －

未成工事支出金 － 661

販売用不動産 － 4,493

仕掛販売用不動産 － 135

材料貯蔵品 － 635

繰延税金資産 39 14

その他 947 846

貸倒引当金 △240 △167

流動資産合計 21,632 19,697

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,885 8,079

機械装置及び運搬具 323 331

土地 9,159 9,103

建設仮勘定 23 103

その他 715 663

減価償却累計額 △4,340 △4,662

有形固定資産計 13,767 13,618

無形固定資産 637 510

投資その他の資産   

投資有価証券 84 84

長期貸付金 652 566

繰延税金資産 14 15

その他 1,535 1,257

貸倒引当金 △1,104 △837

投資その他の資産計 1,181 1,086

固定資産合計 15,585 15,215

資産合計 37,217 34,912



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 8,440 7,521

短期借入金 7,700 5,200

1年内返済予定の長期借入金 890 2,180

未払法人税等 94 98

未成工事受入金 2,484 1,546

賞与引当金 70 65

完成工事補償引当金 243 258

その他 2,010 1,567

流動負債合計 21,933 18,438

固定負債   

長期借入金 3,739 5,048

繰延税金負債 0 10

再評価に係る繰延税金負債 473 473

退職給付引当金 816 651

その他 1,794 1,592

固定負債合計 6,824 7,775

負債合計 28,757 26,214

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,968 7,968

利益剰余金 75 293

自己株式 △21 △21

株主資本合計 8,022 8,240

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 1

繰延ヘッジ損益 △68 △52

土地再評価差額金 469 469

評価・換算差額等合計 401 418

少数株主持分 37 39

純資産合計 8,460 8,698

負債純資産合計 37,217 34,912



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 64,589 53,625

売上原価 51,114 40,308

売上総利益 13,474 13,317

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 3,039 3,044

貸倒引当金繰入額 165 －

従業員給料手当 4,814 4,630

賞与引当金繰入額 33 29

退職給付引当金繰入額 74 69

その他 4,295 4,525

販売費及び一般管理費合計 12,422 12,300

営業利益 1,051 1,017

営業外収益   

受取利息 17 9

受取配当金 1 1

受取賃貸料 29 28

受取手数料 31 4

解約金収入 17 24

デリバティブ評価益 － 49

その他 55 69

営業外収益合計 153 186

営業外費用   

支払利息 512 375

支払手数料 173 190

為替差損 0 －

金利スワップ受払差額 － 70

その他 85 42

営業外費用合計 772 678

経常利益 433 525

特別利益   

固定資産売却益 71 －

貸倒引当金戻入額 20 49

役員退職慰労引当金戻入額 1 －

その他 9 －

特別利益合計 102 49



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 117 －

固定資産除却損 11 15

減損損失 146 －

たな卸資産評価損 15 11

投資有価証券評価損 0 －

投資有価証券清算損 0 －

デリバティブ損失 117 －

シンジケートローン手数料 － 164

前期損益修正損 3 －

その他 132 8

特別損失合計 544 198

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△9 376

法人税、住民税及び事業税 200 121

法人税等調整額 16 23

法人税等合計 217 145

少数株主利益 17 12

当期純利益又は当期純損失（△） △244 218



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 35,957 7,968

当期変動額   

減資による欠損填補 △27,988 －

当期変動額合計 △27,988 －

当期末残高 7,968 7,968

資本剰余金   

前期末残高 7,842 －

当期変動額   

資本準備金取崩による欠損填補 △7,842 －

当期変動額合計 △7,842 －

当期末残高 － －

利益剰余金   

前期末残高 △35,510 75

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △244 218

減資による欠損填補 27,988 －

資本準備金取崩による欠損填補 7,842 －

連結子会社の減少による利益剰余金の減少 △2 －

当期変動額合計 35,585 218

当期末残高 75 293

自己株式   

前期末残高 △19 △21

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △21 △21

株主資本合計   

前期末残高 8,269 8,022

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △244 218

自己株式の取得 △1 △0

減資による欠損填補 － －

資本準備金取崩による欠損填補 － －

連結子会社の減少による利益剰余金の減少 △2 －

当期変動額合計 △247 218

当期末残高 8,022 8,240



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 0 1

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 167 △68

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △235 16

当期変動額合計 △235 16

当期末残高 △68 △52

土地再評価差額金   

前期末残高 469 469

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 469 469

評価・換算差額等合計   

前期末残高 637 401

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △236 17

当期変動額合計 △236 17

当期末残高 401 418

少数株主持分   

前期末残高 35 37

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 2

当期変動額合計 1 2

当期末残高 37 39



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 8,941 8,460

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △244 218

自己株式の取得 △1 △0

減資による欠損填補 － －

資本準備金取崩による欠損填補 － －

連結子会社の減少による利益剰余金の減少 △2 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △234 19

当期変動額合計 △481 238

当期末残高 8,460 8,698



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△9 376

減価償却費 589 675

減損損失 146 －

固定資産売却益 △71 －

引当金の増減額（△は減少） △277 △205

受取利息及び受取配当金 △18 △11

支払利息 512 375

為替差損益（△は益） 0 △0

売上債権の増減額（△は増加） 4,555 1,051

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,161 1,148

仕入債務の増減額（△は減少） △2,907 △919

未成工事受入金の増減額（△は減少） － △937

その他 △103 △66

小計 7,576 1,486

利息及び配当金の受取額 18 11

利息の支払額 △520 △365

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △621 △12

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,453 1,120

投資活動によるキャッシュ・フロー   

短期貸付金の増減額（△は増加） 100 －

有形固定資産の取得による支出 △410 △445

有形固定資産の売却による収入 1,619 32

投資有価証券の取得による支出 － △100

投資有価証券の売却による収入 4 100

長期貸付けによる支出 △27 △11

長期貸付金の回収による収入 115 87

その他 △200 △158

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,201 △495

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,717 △2,715

長期借入れによる収入 1,438 3,778

長期借入金の返済による支出 △5,013 △1,317

少数株主への配当金の支払額 △15 △10

その他 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,308 △265

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,346 359

現金及び現金同等物の期首残高 7,462 8,754

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△54 －



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高 8,754 9,113



継続企業の前提に関する注記 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当社グループは、平成17年3月期から平成19年3月期ま

で、経常損失を継続して計上しておりましたが、事業計画

に加え、当連結会計年度より経費改革と生産技術改革にも

新たに取り組み、併せて６大改革として諸施策をスピーデ

ィに実行し、収益力の向上に努めました結果、当連結会計

年度においては、経常利益433百万円を計上しておりま

す。 

 ただし、当連結会計年度において、平成18年4月28日締

結のシンジケートローン契約（以下、「当該契約」とい

う。）の財務制限条項に抵触する事実が存在しており、当

該事象により当社グループには継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。 

 当該契約の財務制限条項のうち抵触しているコミットメ

ントライン資金使途制限条項は、コミットメントライン借

入実行残高が当社の流動資産から流動負債（有利子負債を

除く）を差し引いた額を下回ることを要求するものです

が、平成20年3月期決算の計数に基づく検証においては当

該条項を適用しない旨、参加金融機関より書面で承諾を得

ており、かつ、参加金融機関の今後の支援体制に変化はあ

りません。 

 以上のような状況から、当該契約は引き続き継続される

ため、資金繰り等の著しい悪化は想定されないことから、

このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映して

おらず、当連結会計年度の連結財務諸表は継続企業を前提

に作成しております。 

────── 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ たな卸資産 

未成工事支出金 

…個別法による原価法 

イ たな卸資産 

未成工事支出金 

…個別法による原価法（貸借対照 

 表価額は収益性の低下に基づく 

 簿価切下げの方法により算定） 

 分譲用土地 

…個別法による原価法 

────── 

  

 分譲用建物 

…個別法による原価法 

──────  

  

 その他のたな卸資産 ────── 

 製品、仕掛品 

…総平均法による原価法 

  

  

 材料及び貯蔵品 

…主として移動平均法による原

価法 

  

  

 ────── 

  

販売用不動産 

 …個別法による原価法（貸借対照 

  表価額は収益性の低下に基づく 

  簿価切下げの方法により算定） 

 ────── 

  

仕掛販売用不動産 

 …個別法による原価法（貸借対照 

  表価額は収益性の低下に基づく 

  簿価切下げの方法により算定） 

 ────── 

  

材料貯蔵品 

…主として移動平均法による原

価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

   

  

（会計方針の変更）  

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。 

  これにより、税金等調整前当期純利益

が16百万円少なく計上されております。

営業利益、経常利益及びセグメント情報

に与える影響は軽微であります。 

 



なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成20年６月30日提出）における記載から重要な変更がないため開示を

省略しております。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

建物……定額法 

その他…定率法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物……同左 

その他…定率法 

    （ただし、エス・バイ・エ 

     ル住工㈱は定額法）  

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物   ３～47年 

機械装置及び運搬具 ３～12年 

同左 

 （会計方針の変更）  

  当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。 

 これにより営業利益及び経常利益は、

それぞれ13百万円減少し、税金等調整前

当期純損失は13百万円増加しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

軽微であります。  

  

  

 

  

   

  

（追加情報） 

  当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却を行なっております。 

 これにより営業利益及び経常利益は、

それぞれ3百万円減少し、税金等調整前

当期純損失は3百万円増加しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

軽微であります。   

（会計方針の変更）  

 エス・バイ・エル住工株式会社は、従

来、有形固定資産の減価償却方法は定率

法（ただし、建物は従来から定額法）に

よっておりましたが、当連結会計年度よ

り定額法へ変更しております。現在、当

社は、物流改革プロジェクトを推し進め

ており、その一環として、同社のパネル

部材の生産方式を従来の「見込生産方

式」から「邸別生産方式」へと変更を実

施しております。そのため、生産ライン

の見直しを進めており、これを機に主要

な設備の今後の稼働見込等について検討

した結果、その設備投資効果が平準的に

発現していくことが見込まれるため、定

額法の方がより適正に経営成績を表す合

理的な方法であると判断し変更いたしま

した。 

（追加情報） 

 平成20年度の法人税法改正による法定

耐用年数の変更に伴い、当社及び連結子

会社は当連結会計年度より機械装置につ

いて耐用年数の変更を行っております。

 なお、上記減価償却方法及び耐用年数

の変更による損益及びセグメント情報に

与える影響は軽微であります。  

(3）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

────── 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（リース取引に関する会計基準の適用（借主側）） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

  この変更による損益及びセグメント情報に与える影響

はありません。  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（リース取引に関する会計基準の適用（貸主側）） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

  この変更による損益及びセグメント情報に与える影響

はありません。 

────── （売上高の計上基準の変更） 

 従来、輸入代行取引について売上高及び売上原価を総

額で計上しておりましたが、当連結会計年度より、売上

高と売上原価を相殺して純額にて売上高を計上する方法

に変更しました。この変更は当該取引の金額的重要性が

増したため、経営成績をより的確に表示するために行っ

たものであります。 

 また、部材売上の一部について、売上高及び売上原価

を総額で計上しておりましたが、当連結会計年度より、

売上高と売上原価を相殺した純額を計上する方法に変更

しました。この変更はコストダウンの推進及び商品別利

益率をより精緻に把握するため物流事業部を再編したこ

とにより取引形態の見直しを行った結果、純額表示する

ことで経営成績をより的確に表示するために行ったもの

であります。 

 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

──────  この変更により、従来の方法に比べて売上高及び売上

原価が5,247百万円減少しておりますが、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありま

せん。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載

しております。  

  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── （連結貸借対照表） 

  「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第50号）が適

用となることに伴い、前連結会計年度において、「たな

卸資産」として掲記されていたものは、当連結会計年度

から「未成工事支出金」「販売用不動産」「仕掛販売用

不動産」「材料貯蔵品」に区分掲記しております。な

お、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「未成

工事支出金」「販売用不動産」「仕掛販売用不動産」

「材料貯蔵品」は、それぞれ1,575百万円、4,807百万

円、36百万円、627百万円であります。 

（連結損益計算書） 

  前連結会計年度まで「その他」（営業外収益）に含め

て表示しておりました「解約金収入」は、当連結会計年

度において、営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「解約金収入」は19百万円で

あります。 

  前連結会計年度まで「その他」（特別損失）に含めて

表示しておりました「デリバティブ損失」は、当連結会

計年度において、特別損失の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「デリバティブ損失」は72百

万円であります。 

（連結損益計算書） 

  前連結会計年度まで「その他」（営業外費用）に含め

て表示しておりました「金利スワップ受払差額」は、当

連結会計年度において、営業外費用の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「金利スワップ受払差額」は

50百万円であります。 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「未成工事受入金

の増減額（△は減少）」は、当連結会計年度より区分掲

記することとしました。なお、前連結会計年度の営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれる

「未成工事受入金の増減額（△は減少）」は△322百万

円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

項目 
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

１．担保提供資産及び担保付債務 (1）担保提供資産 

受取手形・完成工事

未収入金等 
2,497百万円

たな卸資産 3,136 

建物及び構築物 1,995 

土地 4,265 

 計 11,895 

(1）担保提供資産 

受取手形・完成工事

未収入金等 
2,085百万円

販売用不動産 2,990 

建物及び構築物 2,965 

土地 6,714 

 計 14,756 

   上記以外に、当社の契約済の工事

請負契約に基づき将来発生する工事

請負代金債権を担保提供しておりま

す。 

 上記のうち、土地180百万円は、顧

客の住宅ローン170百万円を担保する

ため、物上保証に供しております。 

 上記以外に、当社の契約済の工事

請負契約に基づき将来発生する工事

請負代金債権を担保提供しておりま

す。 

 上記のうち、土地180百万円は、顧

客の住宅ローン163百万円を担保する

ため、物上保証に供しております。 

  (2）担保提供に対する債務 (2）担保提供に対する債務 

  短期借入金 7,700百万円

一年内に返済予定

の長期借入金 
827 

長期借入金 3,739 

短期借入金 5,200百万円

一年内に返済予定

の長期借入金 
2,142 

長期借入金 5,048 

２．保証債務等 (1）住宅購入者等のための保証債務 

492百万円 

(1）住宅購入者等のための保証債務 

503百万円 

  (2）株式会社軽井沢倶楽部が販売した

リゾート会員権の会員資格保証金の

返還債務に対する保証債務 

636百万円 

  上記保証債務については

Aetos Capital Asia T.E.Ⅱ,Ltd.、

Aetos Capital AsiaⅡ,Ltd.、 

ACAⅡ Co-Investment Fund,L.P. 

の再保証を受けております。 

 また、会員資格保証金返還に係る

求償債権を担保するため、株式会社

軽井沢倶楽部の定期預金（額面金額

661百万円）に対して質権を設定して

おります。 

(2）株式会社軽井沢倶楽部が販売した

リゾート会員権の会員資格保証金の

返還債務に対する保証債務 

557百万円 

  上記保証債務については

Aetos Capital Asia T.E.Ⅱ,Ltd.、

Aetos Capital AsiaⅡ,Ltd.、 

ACAⅡ Co-Investment Fund,L.P. 

の再保証を受けております。 

 また、会員資格保証金返還に係る

求償債権を担保するため、株式会社

軽井沢倶楽部の定期預金（額面金額

594百万円）に対して質権を設定して

おります。 

３．コミットメントライン契約    当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、主要取引金融機関３行とコ

ミットメントライン契約を締結してお

ります。 

  当連結会計年度末におけるコミット

メントラインに係る借入未実行残高等

は次のとおりです。 

コミットメントライン

の総額 
12,000百万円

借入実行残高 7,700 

差引額 4,300 

   当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、主要取引金融機関３行とコ

ミットメントライン契約を締結してお

ります。 

  当連結会計年度末におけるコミット

メントラインに係る借入未実行残高等

は次のとおりです。 

コミットメントライン

の総額 
6,500百万円

借入実行残高 5,200 

差引額 1,300 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

４．財務制限条項     平成18年４月28日締結のシンジケー

トローン契約（借入実行残高合計9,085

百万円）に下記の条項が付されており

ます。 

 ①本契約締結日以降の各年度の決算期

における提出会社の損益計算書に記

載される経常損益につき、２期連続

して損失を計上しないこと。 

 ②本契約締結日以降の各年度の決算期

及び中間期の末日におけるコミット

メントライン借入実行残高が、提出

会社の貸借対照表に記載される流動

資産から流動負債（有利子負債（短

期借入金、一年内に返済予定の長期

借入金）を除く）を差し引いた額を

下回ること。 

 ③本契約締結日以降の各年度の決算期

及び中間期の末日における提出会社

の貸借対照表の純資産の部の金額

を、平成18年３月期の提出会社の貸

借対照表の資本の部の金額の70％以

上に維持すること。 

 上記②について、平成20年３月末時点

でのコミットメントライン借入実行残

高が、提出会社の貸借対照表に記載さ

れる流動資産から流動負債（有利子負

債（短期借入金、一年内に返済予定の

長期借入金）を除く）を差し引いた額

を上回っていますが、平成20年３月期

決算の計数に基づく検証においては当

該条項を適用しない旨、参加金融機関

より書面で承諾を得ており、かつ、参

加金融機関の今後の支援体制に変化は

ありません。 

  平成18年４月28日締結のシンジケー

トローン契約（平成20年９月25日再契

約締結 借入実行残高合計9,118百万

円）に下記の条項が付されておりま

す。 

 ①平成21年3月期以降の各年度の決算期

における損益計算書に記載される経

常損益につき、連結及び単体で損失

を計上しないこと。 

 ②平成20年9月第2四半期より、6ヶ月毎

の決算における貸借対照表の純資産

の部の金額を、連結及び単体で平成

20年3月末時点での純資産残高の70%

超を維持すること。 

 従来付されていた、資金使途制限の財

務制限条項は付されておらず、平成21

年３月31日現在で財務制限条項に抵触

する事項は有りません。 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連

では通貨スワップ取引及び為替予約取引、金利関連で

は金利スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 当社は、原則として外貨建金銭債権債務等の残高の

範囲内でデリバティブ取引を利用することとし、投機

目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、通貨関連では輸入資材

の支払について将来の取引市場での為替相場の変動リ

スクを回避する目的で、金利関連では借入金利等の将

来の市場金利の変動リスクを回避する目的で利用して

おります。なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ

会計を行っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

ヘッジ対象とヘッジ手段 

ａ．ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入利息 

ヘッジ対象とヘッジ手段 

ａ．ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

ｂ．ヘッジ手段……通貨スワップ、為替予約 

ヘッジ対象……外貨建予定取引 

ｂ．ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

ヘッジ方針 

 金利及び為替の市場変動リスクの回避とキャッシ

ュ・フローの固定化を目的としており、投機的なデ

リバティブ取引は行っておりません。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しております。 

 なお、金利スワップの特例処理はその要件を満た

すことにより、また、振当処理を採用しているもの

についてはキャッシュ・フローを完全固定化するも

のと認められるためヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している通貨スワップ取引及び為替予約

取引は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ

取引は市場金利の変動リスクを有しております。な

お、当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信

用度の高い国内の金融機関であるため、相手先の契約

不履行によるリスクはほとんどないと認識しておりま

す。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

 前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日

至平成21年３月31日） 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）はデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当

事項はありません。 

(2）金利関連 

（注） １．時価の算定方法 

      取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２．ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 当社のデリバティブ取引の執行及び管理は、取引権

限、リスク管理方法等を定めた内部規定に従い、財務

グループが行い、取引執行は社長の承認事項としてお

ります。財務グループでは常にデリバティブ取引の残

高状況、評価損益状況を把握し、随時担当役員に報告

するようにしております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 

区分 種類 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

契約額等 

（百万円）

契約額等の

うち１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

市場取引以外

の取引 

金利スワップ取引                 

変動受取・固定支

払 
5,500 5,500 △197 △125 5,500 5,500 △148 △148 

合計 5,500 5,500 △197 △125 5,500 5,500 △148 △148 



（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業……………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

住宅リフォーム・代理店向け建設用部材・一般建設用資材・ 

住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）不動産賃貸事業……賃貸料収入 

(3）その他の事業………室内装飾品・リース収入・保険代理業収入 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,449百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,578百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（現金預金）及び管理部門に係る資産等であります。 

  
住宅事業 
（百万円） 

不動産賃貸
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 63,199 835 555 64,589 － 64,589 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
331 2 20 354 (354) － 

計 63,530 837 575 64,943 (354) 64,589 

営業費用 61,668 385 391 62,445 1,092 63,537 

営業利益 1,861 452 184 2,498 (1,446) 1,051 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

資産 20,936 7,584 120 28,641 8,576 37,217 

減価償却費 407 54 55 517 71 589 

減損損失  119 27 － 146 － 146 

資本的支出 759 7 － 767 73 841 



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．事業区分の方法 

事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む） 

(1）住宅事業……………戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

住宅リフォーム・代理店向け建設用部材・一般建設用資材・ 

住宅のフランチャイズ事業収入 

(2）不動産賃貸事業……賃貸料収入 

(3）その他の事業………室内装飾品・リース収入・保険代理業収入 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,607百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,546百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（現金預金）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．会計処理の方法の変更 

売上高の計上基準の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から輸入

代行取引に係る売上高の計上基準及び部材売上の一部に係る売上高の計上基準を変更しております。 

 この変更により、当連結会計年度の住宅事業の売上高が5,247百万円減少しております。営業利益に与

える影響はありません。 

ｂ．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

ｃ．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  
住宅事業 
（百万円） 

不動産賃貸
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 52,404 726 494 53,625 － 53,625 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 2 13 15 (15) － 

計 52,404 728 507 53,640 (15) 53,625 

営業費用 50,325 324 365 51,015 1,592 52,608 

営業利益 2,079 403 141 2,624 (1,607) 1,017 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

資産 18,573 7,717 77 26,367 8,544 34,912 

減価償却費 513 55 35 604 71 675 

資本的支出 426 － － 426 31 458 



（１株当たり情報） 

（注）１ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 50.03円 １株当たり純資産額 51.43円 

１株当たり当期純損失金額 1.45円 １株当たり当期純利益金額 1.30円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円） 
△244 218 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円） 
△244 218 

期中平均株式数（千株） 168,381 168,369 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 8,460 8,698 

純資産の部の合計額から控除する金額（百

万円） 
37 39 

（うち少数株主持分） (37) (39) 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 8,423 8,658 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
168,376 168,359 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（開示の省略） 

 リース取引、有価証券、退職給付、税効果会計、関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信におけ

る開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 7,685 7,905

受取手形 749 641

完成工事未収入金 1,115 1,048

分譲土地建物未収入金 65 －

売掛金 2,299 1,903

未成工事支出金 1,490 648

分譲土地 2,900 2,350

分譲建物 985 917

未成分譲建物 21 3

材料貯蔵品 548 543

前渡金 193 93

関係会社短期貸付金 524 418

前払費用 427 496

未収入金 141 92

その他 226 21

貸倒引当金 △209 △161

流動資産合計 19,166 16,921

固定資産   

有形固定資産   

建物 7,601 7,776

減価償却累計額 △3,327 △3,617

建物（純額） 4,273 4,159

構築物 164 164

減価償却累計額 △136 △140

構築物（純額） 27 23

車両運搬具 2 0

減価償却累計額 △2 △0

車両運搬具（純額） 0 0

工具器具・備品 458 476

減価償却累計額 △370 △418

工具器具・備品（純額） 88 58

土地 8,376 8,346

建設仮勘定 23 32

その他 383 311

減価償却累計額 △299 △262

その他（純額） 84 48

有形固定資産計 12,873 12,668



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 562 438

電話加入権 35 35

その他 0 0

無形固定資産計 598 474

投資その他の資産   

投資有価証券 59 59

関係会社株式 656 856

長期貸付金 593 517

従業員に対する長期貸付金 58 48

関係会社長期貸付金 627 639

破産更生債権等 657 388

長期前払費用 216 153

差入保証金 575 574

デリバティブ債権 － 22

その他 25 11

貸倒引当金 △1,096 △790

投資その他の資産計 2,373 2,481

固定資産合計 15,846 15,624

資産合計 35,013 32,546

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,415 1,406

工事未払金 4,754 4,283

買掛金 1,592 1,418

短期借入金 7,700 5,200

1年内返済予定の長期借入金 500 1,000

未払金 257 116

未払法人税等 27 75

未払消費税等 39 60

未払費用 650 523

未成工事受入金 2,463 1,537

前受金 94 23

預り金 330 332

前受収益 21 20

完成工事補償引当金 225 232

その他 234 131

流動負債合計 20,307 16,362

固定負債   

長期借入金 3,515 5,048



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

長期預り保証金 1,170 1,155

繰延税金負債 0 10

再評価に係る繰延税金負債 473 473

退職給付引当金 694 541

長期リース資産減損勘定 234 103

その他 267 218

固定負債合計 6,355 7,550

負債合計 26,663 23,912

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,968 7,968

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1 269

利益剰余金合計 1 269

自己株式 △21 △21

株主資本合計 7,948 8,215

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 1

繰延ヘッジ損益 △68 △52

土地再評価差額金 469 469

評価・換算差額等合計 401 418

純資産合計 8,349 8,634

負債純資産合計 35,013 32,546



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

完成工事高 38,351 40,992

完成工事原価 29,505 30,732

完成工事総利益 8,846 10,260

分譲土地建物売上高 6,512 1,731

分譲土地建物売上原価 5,596 1,573

分譲土地建物売上総利益 916 157

部材売上高 12,101 5,244

部材売上原価 10,564 4,156

部材売上総利益 1,537 1,088

その他の売上高 1,328 1,146

その他の売上原価 687 575

その他の売上総利益 641 571

売上高合計 58,294 49,114

売上原価合計 46,352 37,037

売上総利益合計 11,941 12,076

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 2,979 2,950

紹介料及び手数料 126 17

貸倒引当金繰入額 154 －

役員報酬 106 74

従業員給料手当 4,483 4,269

賞与 320 659

退職給付引当金繰入額 94 59

法定福利費 717 784

福利厚生費 17 17

研究開発費 220 224

修繕維持費 3 6

事務用品費 602 632

通信費 184 168

旅費及び交通費 349 361

水道光熱費 116 109

教育研修費 51 37

交際費 27 16

寄付金 0 0

諸会費 24 22

図書費 4 3

車両費 83 86

地代家賃 364 375

減価償却費 89 86

租税公課 131 109



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

保険料 8 9

雑費 308 304

販売費及び一般管理費合計 11,570 11,388

営業利益 370 688

営業外収益   

受取利息 29 33

有価証券利息 1 1

受取配当金 501 130

受取手数料 35 8

受取賃貸料 120 120

デリバティブ評価益 － 49

雑収入 61 76

営業外収益合計 750 420

営業外費用   

支払利息 489 354

支払手数料 173 190

為替差損 0 －

金利スワップ受払差額 － 70

雑損失 152 69

営業外費用合計 817 685

経常利益 303 423

特別利益   

固定資産売却益 54 －

抱合せ株式消滅差益 103 －

貸倒引当金戻入額 20 63

その他 9 －

特別利益合計 188 63

特別損失   

固定資産売却損 79 －

固定資産除却損 11 13

投資有価証券評価損 0 －

関係会社株式評価損 79 －

会員権評価損 45 －

減損損失 129 －

関係会社株式清算損 0 －

デリバティブ損失 117 －

シンジケートローン手数料 － 164

たな卸資産評価損 － 11

その他 75 8

特別損失合計 540 197



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △48 289

法人税、住民税及び事業税 △50 22

法人税等合計 △50 22

当期純利益 1 267



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 35,957 7,968

当期変動額   

減資による欠損填補 △27,988 －

当期変動額合計 △27,988 －

当期末残高 7,968 7,968

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,842 －

当期変動額   

資本準備金取崩による欠損填補 △7,842 －

当期変動額合計 △7,842 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 7,842 －

当期変動額   

資本準備金取崩による欠損填補 △7,842 －

当期変動額合計 △7,842 －

当期末残高 － －

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 21 －

当期変動額   

利益準備金取崩による欠損填補 △21 －

当期変動額合計 △21 －

当期末残高 － －

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △35,852 1

当期変動額   

当期純利益 1 267

減資による欠損填補 27,988 －

資本準備金取崩による欠損填補 7,842 －

利益準備金取崩による欠損填補 21 －

当期変動額合計 35,854 267

当期末残高 1 269

利益剰余金合計   

前期末残高 △35,831 1



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

当期純利益 1 267

減資による欠損填補 27,988 －

資本準備金取崩による欠損填補 7,842 －

利益準備金取崩による欠損填補 － －

当期変動額合計 35,833 267

当期末残高 1 269

自己株式   

前期末残高 △19 △21

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △21 △21

株主資本合計   

前期末残高 7,948 7,948

当期変動額   

当期純利益 1 267

自己株式の取得 △1 △0

減資による欠損填補 － －

資本準備金取崩による欠損填補 － －

利益準備金取崩による欠損填補 － －

当期変動額合計 0 266

当期末残高 7,948 8,215

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 0 1

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 167 △68

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △235 16

当期変動額合計 △235 16

当期末残高 △68 △52

土地再評価差額金   

前期末残高 469 469

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額合計 － －

当期末残高 469 469

評価・換算差額等合計   

前期末残高 637 401

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △236 17

当期変動額合計 △236 17

当期末残高 401 418

純資産合計   

前期末残高 8,585 8,349

当期変動額   

当期純利益 1 267

自己株式の取得 △1 △0

減資による欠損填補 － －

資本準備金取崩による欠損填補 － －

利益準備金取崩による欠損填補 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △236 17

当期変動額合計 △235 284

当期末残高 8,349 8,634



継続企業の前提に関する注記 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当社は、平成14年3月期から平成19年3月期まで、経常損

失を継続して計上しておりましたが、事業計画に加え、当

事業年度より経費改革と生産技術改革にも新たに取り組

み、併せて６大改革として諸施策をスピーディに実行し、

収益力の向上に努めました結果、当事業年度においては、

経常利益303百万円を計上しております。 

 ただし、当事業年度において、平成18年4月28日締結の

シンジケートローン契約（以下、「当該契約」という。）

の財務制限条項に抵触する事実が存在しており、当該事象

により当社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

 当該契約の財務制限条項のうち抵触しているコミットメ

ントライン資金使途制限条項は、コミットメントライン借

入実行残高が当社の流動資産から流動負債（有利子負債を

除く）を差し引いた額を下回ることを要求するものです

が、平成20年3月期決算の計数に基づく検証においては当

該条項を適用しない旨、参加金融機関より書面で承諾を得

ており、かつ、参加金融機関の今後の支援体制に変化はあ

りません。 

 以上のような状況により、当該契約は引き続き継続され

るため、資金繰り等の著しい悪化は想定されないことか

ら、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おらず、当事業年度の財務諸表は継続企業を前提に作成し

ております。 

────── 



６．その他 

  

（１）部門別売上高実績 

（２）受注及び契約実績 

（３）受注残実績 

  

（単位：百万円）

品目 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

件数 金額 比率 件数 金額 比率 

   ％   ％ 

戸建住宅 1,280 32,964 56.5 1,319 35,148 71.6 

リフォーム － 4,920 8.4 － 5,592 11.4 

アパ－トメントハウス 62 466 0.8 32 255 0.5 

戸建分譲住宅 60 5,180 8.9 34 1,504 3.1 

分譲マンション 117 1,332 2.3 31 226 0.4 

代理店向部材売上 597 4,191 7.2 576 3,917 8.0 

その他資材売上 － 7,909 13.6 － 1,326 2.7 

その他 － 1,328 2.3 － 1,142 2.3 

計 2,116 58,294 100.0 1,992 49,114 100.0 

（単位：百万円）

品目 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

件数 金額 比率 件数 金額 比率 

   ％   ％ 

戸建住宅 1,312 33,927 58.2 1,125 29,348 68.2 

リフォーム － 5,155 8.9 － 5,532 12.9 

アパ－トメントハウス 36 252 0.4 △4 90 0.2 

戸建分譲住宅 54 4,179 7.2 33 1,444 3.4 

分譲マンション 116 1,301 2.2 31 226 0.5 

代理店向部材売上 597 4,191 7.2 576 3,917 9.1 

その他資材売上 － 7,909 13.6 － 1,326 3.1 

その他 － 1,328 2.3 － 1,121 2.6 

計 2,115 58,246 100.0 1,761 43,008 100.0 

（単位：百万円）

品目 

前事業年度 
（平成20年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成21年３月31日現在） 

件数 金額 比率 件数 金額 比率 

   ％   ％ 

戸建住宅 920 23,783 92.6 726 17,983 91.8 

リフォーム － 872 3.4 － 812 4.1 

アパ－トメントハウス 80 652 2.5 44 487 2.5 

戸建分譲住宅 6 344 1.3 5 284 1.5 

分譲マンション － － － － － －

その他 － 37 0.2 － 16 0.1 

計 1,006 25,690 100.0 775 19,584 100.0 



７．役員の異動 

記載が可能になり次第開示いたします。 


	エス・バイ・エル㈱　(1919)　平成21年3月期　決算短信: エス・バイ・エル㈱　(1919)　平成21年3月期　決算短信
	- 1 -: - 1 -
	- 2 -: - 2 -
	- 3 -: - 3 -
	- 4 -: - 4 -
	- 5 -: - 5 -
	- 6 -: - 6 -
	- 7 -: - 7 -
	- 8 -: - 8 -
	- 9 -: - 9 -
	- 10 -: - 10 -
	- 11 -: - 11 -
	- 12 -: - 12 -
	- 13 -: - 13 -
	- 14 -: - 14 -
	- 15 -: - 15 -
	- 16 -: - 16 -
	- 17 -: - 17 -
	- 18 -: - 18 -
	- 19 -: - 19 -
	- 20 -: - 20 -
	- 21 -: - 21 -
	- 22 -: - 22 -
	- 23 -: - 23 -
	- 24 -: - 24 -
	- 25 -: - 25 -
	- 26 -: - 26 -
	- 27 -: - 27 -
	- 28 -: - 28 -
	- 29 -: - 29 -
	- 30 -: - 30 -
	- 31 -: - 31 -
	- 32 -: - 32 -
	- 33 -: - 33 -
	- 34 -: - 34 -
	- 35 -: - 35 -
	- 36 -: - 36 -
	- 37 -: - 37 -
	- 38 -: - 38 -
	- 39 -: - 39 -
	- 40 -: - 40 -
	- 41 -: - 41 -
	- 42 -: - 42 -
	- 43 -: - 43 -


